
取組事例等の調査結果の概要について

令和２(2020）年11月に構成都府県（39都府県）に対して花粉発生源対策に係る取組及び課題を調査
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資料２

(1)花粉の少ない苗木の生産拡大

(1)花粉の少ない苗木の生産拡大

(3)花粉の少ない森林への転換

(3)花粉の少ない森林への転換

[全体の傾向]
「(1) 花粉の少ない苗木の生産拡大」「(3) 花粉の少ない森林への転換」
の２項目について、構成都府県の関心が高く、また、解決すべき課題が多い。

１ ＰＴ構成都府県の取組

２ ＰＴ構成都府県の課題


